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学校図書館支援業務

公募型企画提案（プロポーザル）実施要領

１ 目的

この実施要領は、学校図書館支援業務の受託候補者（以下「候補者」という。）を公募

型企画提案（プロポーザル）方式により、選定するために必要な事項を定めるものであ

る。

２ 業務の概要

（１）業務名

学校図書館支援業務

（２）業務内容

学校図書館支援業務仕様書（以下「仕様書」という。）に記載しているとおり。

ただし、契約時における仕様書は、受託候補者として選定された事業者の提案内容

に応じて、仕様を変更することがある。

３ 委託上限額

３３，６６０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）

４ 業務期間

令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までとする。

５ 参加条件

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。

（１）本要領及び別紙仕様書の内容について十分に業務を遂行できると認められるもの。

（２）春日市指名停止等の措置に関する規則（平成１０年規則第１８号）に基づく指名停

止を受けていないもの｡

（３）提案する内容について類似の業務実績があること。

（４）地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４第１項に該当しないこ

と。

（５）申請日直前に確定した決算日において、過去２年（２４月）以上の営業経験を有し

ていること。

（６）市町村税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。

（７）申請書及び添付書類に故意の虚偽記載がないこと。

（８）暴力団員又は法人であってその役員が暴力団員でないこと。
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６ 本事業の全体スケジュール

７ 参加表明書に関する事項

（１）提出書類（各１部）

① 様式第１号「参加表明書」

② 様式第２号「業務履歴書１」

③ 会社概要（様式は任意とする。）

（２）提出期限

令和６年１０月１０日（木）午後５時まで

（３）提出方法

提出書類を１７の問合せ先に持参又は郵送（同日必着）にて提出すること。

（４）参加表明書の提出後の辞退

参加表明書の提出後の辞退については、辞退届（任意様式）を作成し、速やかに１

７の問合せ先に提出すること。

８ 質問受付及び回答

本要領及び別紙仕様書に関し不明な点がある場合は、様式第３号「質問書」に質問事

項を記載し、令和６年１０月１０日（木）午後５時までに１７の問合せ先に電子メール（様

式第１号「参加表明書」に記載する電子メールアドレスに限る。）で提出すること。質問

に対する回答は、令和６年１０月１７日（木）までに、参加表明書を提出した全ての者に

電子メールにより回答する。

項目 期間・期限等

実施要領の配付（ウェブサイトでの公開） 令和６年９月２０日（金）～１０月２４日（木）

参加表明書提出期限 令和６年１０月１０日（木）午後５時まで

実施要領及び仕様書についての質問受付 令和６年１０月１０日（木）午後５時まで

質問への回答期限 令和６年１０月１７日（木）

参加資格審査書類提出期限 令和６年１０月２４日（木）午後５時まで

参加資格審査結果通知 令和６年１０月３１日（木）

企画提案書等の受付期間 令和６年１１月１日（金）～１１月１５日（金）

プレゼンテーション審査 令和６年１１月２６日（火）予定

審査結果通知 令和６年１２月３日（火）予定

契約締結 令和６年１２月予定
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９ 参加資格審査

参加表明書を提出した者で、春日市一般（指名）競争入札参加資格等に関する規程（平

成８年５月告示第６５号）に基づく「令和６・７年度一般（指名）競争入札参加資格」

の認定を受けていないものについては、参加制限事項に係る資格審査を実施する。

（１）参加資格審査書類の提出

参加表明書提出後（同時可）、次に掲げる参加資格審査書類を１７の問合せ先へ提出

すること。

① 登記事項証明書（商業登記簿謄本）（写し可）

提出日現在の本店所在地、商号、代表者及び役員の氏名その他の情報が記載さ

れたものに限る。

② 滞納のない証明書（写し可）

交付日から３ヶ月以内に発行された次の各区分を証明する書類を提出すること。

いずれも現年度のみの滞納のない証明ではなく、現在において滞納のない証明で

あること。

ア 市町村税について滞納のないことの証明書

市町村税全てについて滞納のないことを証明する「市町村税を現在滞納して

いない証明書」を提出すること。課税した市町村が「市町村税を現在滞納して

いない証明書」を発行していない場合は、最近２年分の納税証明書を提出する

こと。

イ 消費税及び地方消費税の滞納のない証明書

「消費税及び地方消費税の滞納のない証明書（納税証明書その３、その３の

２又はその３の３のいずれか）」を提出すること。納税義務の無い業者は未納の

ない証明書を提出すること。本社等所在地の所管の税務署が発行する証明書を

提出すること。

③ 営業経歴の確認ができる資料

直前２年（２４月分）の決算書及び事業実績が分かるもの（会社案内又はパン

フレット等でも可）

④ 様式第９号「誓約書」

全ての参加制限事項に該当しないことについての誓約及びその確認のための警

察その他の関係機関への照会について承認する旨の誓約書を提出すること。

なお、本店所在地、商号及び代表者氏名（全て登記事項証明書上のもの）を記

入し、登記印鑑（実印）を押印すること。

⑤ 様式第１０号「役員名簿」

登記事項証明書に記載されている提出日現在の役員（監査役を除く。）の氏名（フ

リガナ）、性別、生年月日等を記載すること。なお、本店所在地、商号及び代表者
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氏名（全て登記事項証明書上のもの）を記入し登記印鑑（実印）を押印すること。

⑥ 様式第１１号「委任状」、様式第１２号「使用印鑑届」

本社以外の支店、営業所等に見積、契約締結、代金請求等の権限を委任する場

合に限り、本社からの委任状を提出すること。なお、委任状には委任者（実印）、

受任者（使用印鑑届にて届け出る予定の代表者印）双方の印鑑を押印すること。

（２）参加資格審査書類提出期限

令和６年１０月２４日（木）午後５時まで

（３）提出方法

提出書類を１７の問合せ先に持参又は郵送（同日必着）にて提出すること。

（４）参加資格審査結果通知

参加資格の審査結果は、令和６年１０月３１日（木）までに電子メール及び郵送（同

日までに差出）にて通知する。ただし、参加資格有の通知後であっても、警察に照会

後、暴力団との関係が判明した場合には、本企画提案への参加資格は取り消すものと

する。

１０ 企画提案書等の提出に関する事項

（１）提出書類

７の参加表明書を提出した者は、様式第４号「企画提案書の提出について」（企画提案

書の鑑）に次の項目を内容とする企画提案書を添付して提出すること。提出する用紙

は全てＡ４版とすること。

① 様式第５号「学校図書館支援業務に係る企画提案書」（企画提案書表紙）

② 様式第６号「学校図書館支援業務企画提案書」

・企画提案書は１０ページ以内とする。

・企画提案書を補完するために、企画提案書と別に１０ページ以内での写真、

イラスト、イメージ図等の資料の提出も可能とする。

③ 様式第７号「業務履歴書２」

④ 見積書（様式は任意とする。）

会計年度ごとの経費の内訳を記載すること。

（２）提出期限

令和６年１１月１日（金）から令和６年１１月１５日（金）午後５時まで

（３）提出方法

提出書類を１７の問合せ先に持参又は郵送（同日必着）にて提出すること。

（４）提出部数

正本１部、副本６部（副本は複写可）
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１１ 候補者の選定方法

候補者の選定は、１２の審査員において、提出された企画提案書の内容を１３の評

価基準に基づき評価採点を行い、その合計点数が最も高いものを選定し、候補者とし

て特定する。なお、審査は非公開とする。

１２ 審査員の構成

本業務の候補者の選定に係る審査は、市職員で構成する５人の審査員が行う。

１３ 評価基準

１４ プレゼンテーション審査

（１）実施予定日

令和６年１１月２６日（火）予定

（２）実施場所

春日市役所４０７会議室

（３）実施方法

評価項目 着眼点 配点
細目

①企業理念 事業者の理念や基

本的姿勢

事業者の理念や、人材育成、接遇、個人情

報保護、危機管理等に関する基本的姿勢
10

学校図書館支援業

務に関する理念や

姿勢

本業務内容を踏まえた、学校図書館支援業

務に関する理念や姿勢 10

②実施体制 業務実績 本業務を円滑に行うだけの経験と実績を有

しているか
10

人員体制及び研修

プログラム等

本業務を円滑に実施する組織体制、人員体

制、司書の専門業務を的確に遂行するため

の研修体制が整っているか

10

③事業提案 １ 学校図書館運営や学校図書館活用に関する研修会の企画 10

２ 学校図書館利用に関する教職員を対象とした広報物の作成 10

３ 学校図書館の利活用に関する全中学校統一の事業企画 10

４ 中学校図書館における読書センター機能を高める支援 10

５ 中学校図書館における学習・情報センター機能を高める支援 10

④費用 見積金額 適切な見積金額が提示されているか 10
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企画提案書について４０分程度（プレゼンテーション２０分、質疑応答２０分程度）

（４）審査の公開の可否

非公開とする。

（５）審査結果

審査結果はプレゼンテーション参加者に様式第８号「企画提案の審査結果について」

を通知する。

（６）その他

プレゼンテーションの実施順は参加表明書の受付順とし、日時等の詳細は別途通知

する。応募者が３者を超える場合は、書類による一次審査を実施し、プレゼンテーシ

ョン参加者を３者以下に選定する。選定方法は１１の候補者の選定方法に準ずる。

１５ 留意事項

（１）提出期限までに参加表明書を提出しなかった者は、企画提案書を提出することがで

きない。

（２）参加表明書及び企画提案書の作成や提出に係る費用は提出者が負担する。

（３）提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。

（４）参加表明書及び企画提案書は、審査等本業務に係る事務手続き以外の目的で提出者

に無断で使用しない。

（５）参加表明書及び企画提案書に虚偽の記載があった場合は、提出のあった参加表明書

及び企画提案書を無効とする。

１６ 契約

市は、契約締結に向けて、第１候補者の企画提案書に記載された内容をもとに、第 1

候補者と業務の実施方針及び手法などについて協議及び調整を行った上で、令和６年

１２月を目途に業務委託契約の締結を行う。候補者の企画提案書に記載された全内容

を承認するものではない。

なお、協議が不調となった場合には次点の候補者と同様の手続きを行うものとする。

１７ 問合せ先

春日市 教育部 地域教育課 地域教育担当

住所 〒816-8501 福岡県春日市原町３丁目１番地５

電話 ０９２－５８４－１１１１

FAX ０９２－５８４－１１５３

E-mail：syakai@city.kasuga.fukuoka.jp

【窓口受付時間】 月曜日～金曜日（祝日を除く）の午前８時３０分～午後５時

mailto:syakai@city.kasuga.fukuoka.jp

